
「生活用動産の処分」か「営利的転売」か 

 シールやトレーディングカードの転売が

広がっています。定価数百円の商品が数万

円でフリマアプリに出品されることも珍し

くなく、副業として仕入れ・販売に参入す

るケースも増えています。手軽に始められ

る分、税務上の取扱いを把握しないまま取

引が行われているケースも見受けられます。 

 国税庁のタックスアンサー（No.1906）で

は、フリマアプリ等を利用した個人取引に

よる所得は、雑所得になるとされています

が、取引の実態によっては事業所得に該当

することもあります。 

なお、自ら使用していた物品を手放す「生

活用動産（日常生活で使用している動産）」

の売却による所得は、原則として非課税と

されています。一方で、当初から利益獲得

を目的として商品を仕入れ、反復継続的に

出品している場合には、取引単価が低額で

あっても課税対象となります。 

所得区分と帳簿の保存 

 課税対象となった取引について、その所

得が雑所得か事業所得かは、営利性、反復

継続性、独立性、記帳・帳簿保存の状況など

を踏まえて判断されます。小規模・散発的

であれば雑所得となることが多く、給与所

得者の場合、給与以外の所得が年 20 万円を

超えると、原則として所得税の確定申告が

必要です（20 万円以下でも住民税の申告は

必要）。 

雑所得では青色申告特別控除や他の総合

課税の所得との損益通算が使えません。実

態として事業所得に当たる場合は、これら

を活用できる分、税負担の面で有利になる

ことがあります。 

事業所得と認められるには、社会通念上

「事業」といえる規模・実態が必要で、帳簿

の保存はその有力な裏付けになります。 

帳簿がなく副業収入も少額の場合は、原

則として雑所得として扱われます。ただし、

収入金額が 300 万円を超え、かつ事業所得

と認められる事実がある場合は、帳簿がな

くても事業所得として認められることがあ

ります。 

インターネット取引履歴の把握 

 国税庁は、インターネット取引を行う個

人に対する調査を継続しており、申告漏れ

や無申告が指摘されています。フリマアプ

リの取引履歴は電子記録として保存され、

税務署は制度上運営会社に対する照会を行

うことができます。申告の必要はないと思

っていたら、数年後に税務署から連絡が来

た、というケースも見られます。 
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シール・トレカの転売と税金 

申告が必要かどうか迷った

ら、お気軽にご相談ください 
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